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資　　　　　　　　　　産　　　　　　　　　　の　　　　　　　　　　部

内　　　　　　　　　　訳

摘　　　　　　　　　　要 金　　　　　額

円 円
6,595,247,592 

6,162,397,708 

現　　　金 551,792 

普通預金　　三井住友銀行東京公務部等 6,153,245,416 

普通預金　　三井住友信託銀行本店営業部 8,600,500 

58,069,637 

未経過火災保険料等 ( 4件 ) 14,001,073 
固定資産に係る控除対象外消費税等のうち次年度支払分 44,068,564 

374,780,247 

利付国債　未収利息　ＳＭＢＣ日興証券等 ( 16件 ) 12,271,405 

３月分リコール・流通等情報提供収入 ( 1件 ) 1,635,240 

３月分リサイクル情報提供収入 ( 1件 ) 16,917,210 

軽自動車保有関係手続のワンストップサービス申請検査手数料収入 ( 1件 ) 116,679,600 

受託業務収入 ( 1件 ) 227,254,162 

未収金（労働保険料の過払い） ( 1件 ) 22,630 

令　和　3　事　業　年　度

軽　自　動　車　検　査　協　会　　財　産　目　録

令　和　4  年　３　月　３１　日　現　在

未 収 収 益

区　　　　　　　　　　分 金　　　　　額

流 動 資 産

現 金 ・ 預 金

前 払 費 用
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内　　　　　　　　　　訳

摘　　　　　　　　　　　要 金　　　　　額

円 円
66,088,683,604 

53,116,163,288 

17,038,688,732 
札幌主管事務所　ほか８７事務所 ( 110,114.49㎡ ) 17,038,688,732 

3,767,539,374 
検査機器（自動方式総合検査機器等） ( 1,549台 ) 3,767,539,374 

2 
フォークリフト・電動自転車 ( 2台 ) 2 

1,326,227,629 
可視光線透過率測定器等 ( 12,374台 ) 1,326,227,629 

29,806,420,469 
札幌主管事務所　ほか８６事務所 ( 450,145.22㎡ ) 29,806,420,469 

814,968,332 
軽自動車検査業務電子情報処理システム等 （ 7件 ) 814,968,332 

362,318,750 
習志野支所新築工事等 ( 10件 ) 362,318,750 

3,852,981,824 

3,706,214,872 
ソフトウエア開発費 ( 76件 ) 3,706,214,872 

146,766,952 
経理会計システム等 （ 4件 ) 146,766,952 

9,119,538,492 

132,205,694 
固定資産に係る控除対象外消費税等のうち次年度以降支払分 132,205,694 

118,382,798 
協会借上宿舎敷金 ( 296件 ) 24,227,285 
事務室賃貸借契約敷金（新宿） ( 2件 ) 94,155,513 

5,868,950,000 
第１９４回道路保有機構債等 5,868,950,000 

3,000,000,000 
定期預金　　三井住友信託銀行本店営業部 3,000,000,000 

合　　　　　　　計 72,683,931,196 

ソ フ ト ウ エ ア

投 資 そ の 他 の 資 産

器 具 ・ 備 品

区　　　　　　　　　　分

車 両

土 地

建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産

リ ー ス 資 産

金　　　　　額

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物

機 械 ・ 装 置

長 期 性 預 金

保 証 金

投 資 有 価 証 券

リ ー ス 資 産

長 期 前 払 費 用

- 2 -



負　　　　　　　　　　債　　　　　　　　　　の　　　　　　　　　　部

内　　　　　　　　　　訳

摘　　　　　　　　　　要 金　　　　　額

円 円
4,333,942,171 

406,649,325 
軽自動車検査業務電子情報処理システム等 ( 11件 ) 406,649,325 

1,511,837,707 
( 31件 ) 1,511,837,707 

625,085,135 
超過勤務手当等 156,499,101 
３月分検査手数料収納事務取扱手数料等 ( 6件 ) 151,746,809 
その他 ( 75件 ) 316,839,225 

4,114,200 
法人税 2,641,400 
法人事業税 1,085,300 
法人住民税 387,500 

10,142,300 
消費税 7,910,700 
地方消費税 2,231,600 

620,890,310 
厚生年金保険料 ( 7件 ) 7,589,925 
住民税 ( 16件 ) 26,957,800 
健康保険料 ( 8件 ) 5,531,556 
源泉所得税 ( 4件 ) 2,849,572 
確定拠出企業型年金拠出金等 ( 11件 ) 577,961,457 

618,679,907 
検査手数料収入 617,986,290 
自動車リース（協会車） 693,617 

536,543,287 

536,543,287 

5,880,957,702 

555,085,959 
軽自動車検査業務電子情報処理システム等 ( 11件 ) 555,085,959 

5,215,926,440 
5,215,926,440 

109,887,000 
本部　ほか８事務所 109,887,000 

58,303 
自動車リース（協会車） 58,303 

合　　　　　　　　計 10,214,899,873 

正　　味　　財　　産 62,469,031,323 

区　　　　　　　　　　分 金　　　　　額

流 動 負 債

短 期 リ ー ス 債 務

未 払 金

未 払 費 用

検査の高度化システムのセンターサーバ更改等

そ の 他 の 固 定 負 債

固 定 負 債

長 期 リ ー ス 債 務

退 職 給 付 引 当 金

資 産 除 去 債 務

未 払 法 人 税 等

未 払 消 費 税 等

預 り 金

前 受 収 益

賞 与 引 当 金
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資　　　　　産　　　　　の　　　　　部 負　　債　　及　　び　　資　　本　　の　　部
勘　　　定　　　科　　　目 金　　　　　　　　　　額 勘　　　定　　　科　　　目 金　　　　　　　　　　額

円 円

　流　 動　 資　 産 6,595,247,592 4,333,942,171 
6,162,397,708 406,649,325 

58,069,637 1,511,837,707 
374,780,247 625,085,135 

4,114,200 
10,142,300 

66,088,683,604 620,890,310 
53,116,163,288 618,679,907 
17,038,688,732 536,543,287 
3,767,539,374 

2 5,880,957,702 
1,326,227,629 555,085,959 

29,806,420,469 5,215,926,440 
814,968,332 109,887,000 
362,318,750 58,303 

3,852,981,824 62,469,031,323 
3,706,214,872 56,257,998,320 

146,766,952 
6,509,476,447 

0 
0 

9,119,538,492 
132,205,694 △152,193,746 
118,382,798 

5,868,950,000 
3,000,000,000 △146,249,698 

資　　産　　合　　計 72,683,931,196 負　債　及　び　資　本　合　計 72,683,931,196 

令　和　３　事　業　年　度

軽　 自　 動　 車　 検　 査　 協　 会　 貸　 借　 対　 照　 表

流 動 資 産

未 払 金

令和４年３月３１日　現在

短 期 リ ー ス 債 務
流 動 負 債

前 払 費 用
現 金 ・ 預 金

賞 与 引 当 金

未 払 消 費 税 等
固 定 資 産

未 収 収 益

有 形 固 定 資 産
建 物

前 受 収 益
預 り 金

未 払 費 用
未 払 法 人 税 等

器 具 ・ 備 品

リ ー ス 資 産

建 設 仮 勘 定

退 職 給 付 引 当 金

機 械 ・ 装 置
固 定 負 債

長 期 リ ー ス 債 務

そ の 他 の 固 定 負 債

車 両

そ の 他 の 無 形 固 定 資 産

固 定 資 産 充 当 資 本
無 形 固 定 資 産

土 地
資 産 除 去 債 務

資 本

リ ー ス 資 産

ソ フ ト ウ エ ア

施 設 整 備 積 立 金

当 期 損 失 金

その他有価証券評価差額金

長 期 前 払 費 用

長 期 性 預 金

保 証 金
投 資 有 価 証 券

投 資 そ の 他 の 資 産
利 益 準 備 金
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費　　　　　用　　　　　の　　　　　部 収　　　　　益　　　　　の　　　　　部
勘　　　定　　　科　　　目 金　　　　　　　　　　額 勘　　　定　　　科　　　目 金　　　　　　　　　　額

円 円

19,018,276,812 19,198,108,473 
19,018,276,812 19,015,640,683 
7,816,138,627 18,164,864,400 

288,155,704 705,492,876 
5,836,183,565 145,283,407 

536,543,287 　

256,972,074 182,467,790 
4,284,283,555 34,899,494 

147,568,296 

327,911,207 0 
79,179,603 0 

248,731,604 0 

法人税、住民税及び事業税 4,114,200 

0 152,193,746 

合　　　　　　　　　　計 19,350,302,219 合　　　　　　　　　　計 19,350,302,219 

 

経 常 費 用

令　和　３　事　業　年　度

軽　 自　 動　 車　 検　 査　 協　 会　 損　 益　 計　 算　 書

自　令和 ３ 年 ４月 １ 日

雑 益
受 取 利 息

業 務 外 収 益

経 常 収 益

受 託 業 務 収 入

当 期 損 失 金

業 務 費 用 業 務 収 入

受 託 業 務 費
検 査 手 数 料 収 入

退 職 給 付 費 用

至　令和 ４ 年 ３月３１日

賞 与 引 当 金 繰 入
業 務 雑 収 入役 職 員 給 与

減 価 償 却 費

減 損 損 失

特 別 利 益

業 務 費

有 価 証 券 売 却 益
固 定 資 産 除 却 損

当 期 利 益 金

特 別 損 失
固 定 資 産 売 却 益
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（重要な会計方針）

１．　有価証券の評価基準及び評価方法

　　　その他有価証券については決算日の市場価格に基づく時価を、貸借対照評価額として計上している｡

２．  固定資産の減価償却方法

　    法人税法の基準を採用し、有形固定資産は定率法(平成10年4月1日以降に取得した建物（建物附属設備及び構築物を除く）並び

　  に平成28年4月1日以降に取得した建物附属設備及び構築物は定額法)、無形固定資産は定額法により行っている。また、所有権移

    転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産については、リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用して

    いる。

３．  賞与引当金

      役職員の賞与の支払いに備えるため、将来の支給見込額のうち当事業年度の負担額を計上している。

４．  退職給付引当金

      役職員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額に基づき、当事業年度末において発生していると

    認められる額を計上しており、その退職給付債務の算定に当たり、退職給付見込額の期間帰属方法は、期間定額基準を採用してい

    る。

　　　なお、退職給付債務は原則法に基づいて計算し、数理計算上の差異及び過去勤務債務については、発生時に一括費用処理してい

　　る。

５．  消費税等の会計処理

      消費税及び地方消費税（以下「消費税等」という。）の会計処理は、税抜方式によっている。ただし、固定資産に係る控除

　　対象外消費税等は、長期前払費用に計上し、５年間で均等償却を行っている。

（会計方針の変更）

（収益認識に関する会計基準等の適用）

　「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日）等を当事業年度の期首から適用し、消費税等の会計処理を

税込方式から税抜方式に変更している。なお、収益認識会計基準第89項に定める経過的な取扱いに従い、当事業年度の期首より前まで

に税込方式に従って消費税等が算入された固定資産等の取得原価からは消費税等相当額を控除していない。この変更により経常収益は

90,123,073円減少し、経常費用は34,817,788円減少している。

（時価の算定に関する会計基準等の適用）

「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号　2019年７月４日）等を当事業年度の期首から適用し、時価算定会計基準第19

項及び「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号　2019年７月４日）第44－２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算

定会計基準等が定める新たな会計方針を、将来にわたって適用することとした。なお、これによる財務諸表への影響はない。
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（その他の注記）

貸借対照表関係

　　有形固定資産の減価償却累計額 円

損益計算書関係

　　減損損失の内容

習志野事務所 円
円
円
円

本部他　89事務所 円
円

　上記資産のうち、習志野事務所所在の資産については、事務所の移転に伴い処分が決定されため、また、電話加入権については標準価格を定めていた
国税庁の通達が廃止されたため、当該資産の帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失に計上している。
　なお、回収可能価額は正味売却価額により測定しており、建物のうち一部、機械・装置、器具・備品及び電話加入権については使用価値及び正味売却
価額ともいずれも零と見込まれるため回収可能価額は零で評価している。

　退職給付関係

１．採用している退職給付制度の概要
確定給付型の制度として一時金制度､キャッシュバランス型年金として企業年金制度を採用している｡

２．退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表 (単位：円)

退職給付債務の期首残高
勤務費用
利息費用
数理計算上の差異の当期発生額
退職給付の支払額
退職給付債務の期末残高 (1)+(2)+(3)+(4)+(5)

３．年金資産の期首残高と期末残高の調整表 (単位：円)

年金資産の期首残高
期待運用収益
数理計算上の差異の当期発生額
事業主からの拠出額
退職給付の支払額
年金資産の期末残高 (1)+(2)+(3)+(4)+(5)

28,768,464電話加入権遊休資産
合　　　　　　　　　　　　　　　計 248,731,604

機械・装置 292,502
器具・備品 401,682
土 地 126,732,450

遊休資産 建 物 92,536,506

1,026,898,534

1,075,439,960

△ 202,486,578

項　　　　　　　　　　　　　　　目 令和３事業年度 備　　　　　　　　　　考
(1)

(5) △ 19,952,746
(6)

(3) △ 19,609,091
(4) 62,430,800

(5) △ 300,504,646

備　　　　　　　　　　考
(1)

(2) 25,672,463

6,328,835,600
(2) 442,407,600

29,040,936,896

場　　　　所 用　途 種　　類 減損損失

(3) 23,114,424

(6) 6,291,366,400

項　　　　　　　　　　　　　　　目 令和３事業年度

(4)
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４．退職給付債務及び年金資産と貸借対照表に計上された退職給付引当金及び前払年金費用の調整表 (単位：円)

積立型制度の退職給付債務
年金資産

（1）+（2）
非積立型制度退職給付債務

退職給付引当金

５．退職給付費用及びその内訳項目の金額 (単位：円)
項　　　　　　　　　　　　　　　目 備　　　　　　　　　　考

勤務費用
利息費用
期待運用収益
数理計算上の差異の当期の費用処理額
確定給付制度に係る退職給付費用 (1)+(2)+(3)+(4)

６．年金資産に関する事項
①年金資産の主な内訳 (単位：％)

項　　　　　　　　　　　　　　　目 備　　　　　　　　　　考
債券
株式
その他
合計

②長期期待運用収益率の設定方法
　年金資産の長期期待運用収益率を決定するため、現在及び予想される年金資産の配分と、年金資産を構成する多様な資産からの現在及び将来期待される長期の
収益率を考慮している。

７．数理計算上の計算基礎に関する事項 (単位：％)
項　　　　　　　　　　　　　　　目 備　　　　　　　　　　考

割引率
長期期待運用収益率

△ 33,374,960

令和３事業年度

令和３事業年度 備　　　　　　　　　　考

(2) 2.5

(3) 2.9
(4) 100.0

令和３事業年度
(1) 0.3～0.5

(1) 69.0
(2) 28.1

(5) 256,972,074

(2) 23,114,424
(3) △ 25,672,463
(4) △ 182,877,487

(6) 5,215,926,440

令和３事業年度
(1) 442,407,600

貸借対照表に計上された負債と資産の純額

(3) 5,249,301,400
(4) 5,215,926,440貸借対照表に計上された負債と資産の純額

(5) 5,215,926,440

(2) △ 1,075,439,960

項　　　　　　　　　　　　　　　目
(1) 1,042,065,000
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　退職給付関係金融商品関係

(1)金融商品の状況に関する事項
資金運用は、短期的な預金及び安全性の高い金融商品によっている。

(2)金融商品の時価等に関する事項
(単位：円)

（1）現金・預金
（2）有価証券及び投資有価証券
　　①その他有価証券
（3）長期性預金
　　①特約付自由金利型定期預金
注：現金・預金はすべて短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっている。
　　 その他有価証券については、当事業年度末における市場価格等によっている。
　　 特約付自由金利型定期預金については、取引金融機関から提示された時価評価額によっている。

(3)有価証券関係
その他有価証券 (単位：円)

(1)株式
貸借対照表 (2)債券
計上額が取 国債・地方債等
得原価を超 社債
えるもの その他

(3)その他
小計
(1)株式

貸借対照表 (2)債券
計上額が取 国債・地方債等
得原価を超 社債
えないもの その他

(3)その他
小計

 5,868,950,000

 3,000,000,000  2,952,818,515 △ 47,181,485 

貸借対照表計上額 時　　　　　価

 5,868,950,000 -                              

差　　　　　額
 6,162,397,708  6,162,397,708 -                              

-                              
-                              -                              
-                              

貸借対照表計上額 取得原価 差　　　　　額
-                              
-                              
-                              

-                              
-                              -                              -                              
-                              

-                              -                              
-                              -                              
-                              

-                              
-                              

-                              -                              -                              
5,868,950,000             6,015,199,698             △ 146,249,698 

-                              
-                              

5,380,050,000             5,515,199,698             △ 135,149,698 
488,900,000               500,000,000               △ 11,100,000 

-                              -                              -                              
-                              -                              -                              

5,868,950,000             6,015,199,698             △ 146,249,698 
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（参　　　考）

１．  資本等の取扱いについて

  (1) 利益準備金

      欠損に当てるための準備金として、当期利益金は次年度期首においてその５％を利益準備金に積み立てるものとする。ただし、利益

    準備金の累積限度額は、前年度検査手数料の１０％とする。

  (2) 施設整備積立金

      施設整備のための積立金として、（1）による積み立て額を超える額は、「施設整備長期計画の策定等について」（昭和62年9月24日

　　地技第229号）により策定している今後５か年の計画額を上限として積み立てるものとする。

２．  損失処理について
　（単位：円）

 当期首残高（Ｒ3.4.1）

 当期変動額

 　利益準備金を取り崩し

 　施設整備積立金を取り崩し

 　施設整備積立金へ積立

 　当期損失金

 当期末残高（R4.3.31） 56,257,998,320 6,509,476,447 0 0 △ 152,193,746 62,469,031,323△ 146,249,698

△ 152,193,746 △ 152,193,746

0
　 固定資産充当資本へ組入れ
　 または繰戻し

△ 352,320,794 352,320,794

0

△ 197,946,313 197,946,313 0

56,610,319,114 11,162,768,926 197,946,313 0 △ 5,203,559,586 62,845,296,854

   その他有価証券評価差額金の
   当期変動額

△ 224,071,785△ 224,071,785

77,822,087

5,005,613,273△ 5,005,613,273 0

合計固定資産充当資本 施設整備積立金 利益準備金 利益金 損失金（△）
その他有価証券

評価差額金
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